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１ 国内貨物輸送の状況 

（１）国内貨物の輸送手段 

わが国の国内貨物総輸送量は、令和３（2021）年度において、トン数では年間約 43 億

トン、貨物の重量にそれぞれの貨物の輸送距離を乗じたトンキロ※では 4,050 億トンキロ

となっている。 

このうち、トラックの輸送分担率はトンベースで約９割、トンキロベースで約５割とな

っており、国内貨物輸送においては、トラック輸送の比率が高い状況である。 

 

※トンキロ…貨物の重量（トン数）にそれぞれの貨物の輸送距離（キロメートル）を乗じて算出する貨物の輸送量を

表す単位。 

 

（参考１）国内貨物輸送量の推移（トンベース） 

 

出典：国土交通省ＨＰ「我が国の物流を取り巻く状況」 

 

（参考２）国内貨物輸送量の推移（トンキロベース） 

 
出典：国土交通省ＨＰ「我が国の物流を取り巻く状況」 
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（２）貨物量及び物流件数の推移 

   貨物１件あたりの貨物量については、平成２（1990）年は１件あたり 2.43トンあっ

たが、令和３（2021）年は 0.83トンと約３分の１へ減少している。 

   一方、物流の件数は、平成２（1990）年の約 1,365万 6千件に対して、令和３

（2021）年は約 2,508万件と大きく増加しており、この 30年で物流の小口多頻度化が

進行しており、物流効率が低下している状況である。 

   特に、近年はインターネットを利用した通信販売(ＥＣ)の伸びとともに宅配便の取

扱個数が伸びている（宅配便の取扱については、ヤマト運輸（株）など大手３社で全

体の９割以上のシェアとなっている）。 

一方で、営業用貨物自動車の輸送量に対する宅配便が占める割合（推計値）は、令

和元（2019）年度において２％未満に留まっている。 

 

（参考３）貨物１件あたりの貨物量  

 

                      出典：国土交通省ＨＰ「我が国の物流を取り巻く状況」 

 

 （参考４）物流件数の推移 

  

出典：国土交通省ＨＰ「我が国の物流を取り巻く状況」 
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（参考５）宅配便の取扱個数及び営業用貨物自動車の輸送量に対する割合の推移 

 

※（単位）重量：万トン、取扱個数：百万個 

出典：（株）日通総合研究所 

「2020 年度「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第 2 期／自動運転（システムとサービスの拡張）／プロ

ーブ等車両情報を活用したアーキテクチャに基づく物流効率化のための調査・実証」に係る委託業務 実績報告書」 

 

（参考６）令和４（2022）年度 宅配便（トラック）取扱個数 

 
出典：国土交通省ＨＰ「令和４年度 宅配便・メール便取扱実績について」 

 

（３）貨物運送事業者の推移 

   平成２（1990）年 12月に貨物自動車運送事業法及び貨物運送取扱事業法が施行され

たことにより、運送業をそれまでの免許制から許可制とすることや、運賃を認可運賃

制から事前届出制に変更する規制緩和が行われた。 

これらの影響により事業への新規参入者が増加し、トラック運送事業者数は長期に

わたり増加する傾向が続いていたが、平成 20（2008）年度以降は約 63,000者とほぼ横

95% 
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ばいで推移している。 

  

（参考７）トラック運送事業者数の推移 

 

出典：全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業 現状と課題 2023」 

 

 

２ トラック運送事業における働き方をめぐる状況 

（１）労働時間 

トラック運送事業における年間労働時間は、令和４（2022）年時点で、全産業平均

の 2,124時間に対して、大型トラック運転者で 444時間（月 37時間）長い 2,568時

間、中小型トラック運転者で 396時間（月 33時間）長い 2,520時間となっている。 

トラック運転者の労働時間が長くなっている大きな要因として、荷物の積み下ろし

のために待機する「荷待ち」や荷物の積み下ろしをする「荷役」業務が挙げられてい

る。 

国土交通省が令和２年度に実施した調査結果によると、トラック運転者の１日の平

均拘束時間のうち「荷待ち・荷役」が占める割合は、約４分の１（３時間超）となっ

ており、トラック運転者の働き方を改善するにはこれらの状況を改善することが重要

である。 

また、「荷待ち・荷役」は荷主側に起因する影響が大きいため、荷主側の意識改革や

取組が重要である。 
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（参考８）トラック運転者の労働時間の推移 

 
出典：全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業 現状と課題 2023」 

 

（参考９）トラック運転者の拘束時間の内訳（令和２（2020）年度調査） 

 
出典：国土交通省「我が国の物流の革新に向けた取組みの動向」 

 

（２）年間賃金 

   トラック運送事業における年間所得額は、令和４（2022）年時点で、全産業平均の

497万円に対して、大型トラック運転者で 20万円少ない 477万円、中小型トラック運

転者では 59万円少ない 438万円になっている。 

 

（参考 10）トラック運転者の年間平均所得の推移 

 
出典：全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業 現状と課題 2023」  



 

 

7 

 

（３）年齢構成 

   トラック運送事業を含む自動車運送事業の就業者については、令和４（2022）年時

点で、40歳未満の若い就業者数は全体の 23.9％である一方で、40歳以上 50歳未満が

27.4%、そして 50歳以上が 48.8%を占めるなど、高齢化が年々進んでいる。 

 

 （参考 11）道路貨物運送業 年齢階級別就業者構成比 

 

出典：全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業 現状と課題 2023」 

 

（４）有効求人倍率 

   トラック運転者の有効求人倍率は、年々増加傾向にあり、コロナ禍で一時減少した

ものの、再び増加傾向にある。全職業の平均よりも約２倍高い水準にあり、人手不足

の状況である。 

 

（資料 12）有効求人倍率の推移 

 
出典：国土交通省ＨＰ「我が国の物流を取り巻く状況」 

 

48.8% 
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（５）本県のトラック運送事業の特徴 

   令和３（2021）年度末における本県の貨物自動車事業者数は、3,134者となってお

り、過去 10年間で微増となっている。 

   また、（一社）茨城県トラック協会が会員企業向けに実施した調査結果によると、回

答企業の約８割が片道 450km未満の輸送を主な運行形態としており、関東圏を目的地

とした比較的近距離の輸送を行っている事業者が多い。 

 

（参考 13）本県の貨物自動車事業者数の推移 

 
出典：令和４（2022）年茨城県統計年鑑 

 

（参考 14）主な運行形態 

 

出典：茨城県トラック協会「「標準的な運賃」や「標準運送約款」等の交渉状況に関する実態調査結果」 

（令和５（2023）年 11月調査） 

 

３ 物流における 2024年問題 

（１）自動車運送事業における時間外労働規制の見直し 

運転者の長時間労働を是正し、運転者の健康と安全を確保することなどを目的に、

労働基準法の改正を含む「働き方改革関連法」が平成 30（2018）年６月に成立し、自

動車の運転業務の時間外労働についても、法施行（平成 31（2019）年４月）の５年後

（令和６（2024）年４月）より、年 960時間（休日労働含まず）の上限規制が適用さ

3,000

3,050

3,100

3,150

茨城県内貨物運送事業者数

77.1% 
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れることとなった。 

併せて、令和４（2022）年 12月に厚生労働省がトラック運転者等の拘束時間（労働

時間＋休憩時間）を定めた 「改善基準告示」 を改正し、令和６（2024）年４月から

１か月あたりの拘束時間を原則 284時間以内、年間の拘束時間を原則 3,300時間以内

とする規制が適用されることとなった。 

 

（参考 15）時間外労働規制の内容 

 
出典：国土交通省ＨＰ「我が国の物流を取り巻く状況」 

 

（２）時間外労働規制等による影響（2024年問題） 

   時間外労働規制等によりトラック運転者の長時間労働を抑制する際、労働時間削減

のために具体的な対応を行わなかった場合には、輸送能力が不足する可能性が指摘さ

れている。 

国の「持続可能な物流の実現に向けた検討会」において公表された（株）ＮＸ総合

研究所の試算によれば、年間の拘束時間の上限を原則 3,300時間とした際に、荷待ち

時間減少等の対策を行わなかった場合の輸送能力について、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大以前の令和元（2019）年度の貨物輸送量等と比較して、輸送能力の

14.2％（営業用トラックの輸送トン数換算で４億トン相当）が不足するとされてい

る。 

さらに、運転者数の減少の影響も加味して令和 12（2030）年度の物流需給ギャップ

について試算した場合、輸送能力の 34.1％（営業用トラックの輸送トン数換算で 9.4

億トン相当）が不足する可能性があるとされている。 
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 （参考 16）不足する輸送能力（全体） 

 
出典：持続可能な物流の実現に向けた検討会「最終取りまとめ」（2023年８月） 

 

 （参考 17）不足する輸送能力（令和元（2019）年度データ） 

   （発荷主別）            （地域別） 

 

出典：持続可能な物流の実現に向けた検討会「最終取りまとめ」（2023年８月） 

 

（３）本県への影響 

   （株）帝国データバンクが県内企業を対象に実施した「2024 年問題に対する茨城県

内企業の意識調査」（令和５（2023）年 12月から令和６（2024）年１月実施）の結果

によれば、物流の 2024問題について「マイナスの影響がある」と回答した企業の割合

は全体の７割に上っている。 

   特に、直接の労働規制を受ける運輸・倉庫業のほか、卸売業や小売業についても

「マイナスの影響がある」と回答した企業の割合が高くなっている。 

   また、具体的な影響については、「物流コストの増加」が 60.3％と最も高く、次い

で「人手不足の悪化」（46.4％）、「人件費の増加」（44.3％）が４割台と高くなってい

る。 
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 （参考 18）県内企業の「2024年問題」に対する意識 

 

出典：帝国データバンク水戸支店「2024 年問題に対する茨城県内企業の意識調査」 

 

 （参考 19）「2024年問題」に対する具体的な影響 

 

出典：帝国データバンク水戸支店「2024 年問題に対する茨城県内企業の意識調査」 
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１ 現状と課題 

（１）荷待ち・荷役の状況について 

  国土交通省が実施した実態調査によると、トラック運転者の１日の平均拘束時間のうち、

約４分の１を荷物の順番待ちや積み降ろしなどの「荷待ち・荷役」が占めており、これら

にかかる時間を削減することで運転者の負担軽減や物流の効率化を図る必要がある。 

  また、「荷待ち・荷役」については、荷主側の対応による影響が大きいため、荷主に対

して意識改革や対策を促していく必要がある。 

 

  （参考１）トラック運転者の拘束時間の内訳（令和２（2020）年度調査）【再掲】 

 
出典：国土交通省「我が国の物流の革新に向けた取組みの動向」 

 

 

２ 施策の方向性 

（１）荷待ち・荷役時間削減に向けた国の取組 

  ア 「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」の設置 

    物流を支える環境整備について、関係行政機関の緊密な連携の下、政府一体とな

って総合的な検討を行うため、「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」の設置

を閣議決定（令和５（2023）年３月）。 

同会議は、これまでに５回の会議を開催し、「物流革新に向けた政策パッケージ」

（令和５（2023）年６月）、「物流革新緊急パッケージ」（令和５（2023）年 10月）、

「2030年度に向けた政府の中長期計画案」（令和６（2024）年２月）について検討を

実施。 

 

  イ 「物流革新に向けた政策パッケージ」の決定 

    荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、消費者が協力して我が国の物流を支える

ための環境整備に向けて、「商慣行の見直し」、「物流の効率化」、「荷主・消費者の行

動変容」について、抜本的・総合的な対策を「政策パッケージ」として策定。 

１ 商慣行の見直しについて 

（１）荷待ち・荷役時間の削減 
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    商慣行の見直しについては、荷主・元請事業者への監視を強化するためのトラッ

クＧメンの設置や、荷主・物流事業者間における物流負荷の軽減（荷待ち、荷役時

間の削減等）に向けた規制的措置等の導入に向けて取り組むことが盛り込まれた。 

 

（参考２）「物流革新に向けた政策パッケージ」における取組内容 

 

出典：我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議 第２回配布資料 

 

（参考３）トラックＧメンについて 

     貨物自動車運送事業法に基づく荷主等への「働きかけ」「要請」等による是正措

置をより強化するため、令和５（2023）年７月から国土交通省及び地方運輸局に

設置（162名体制）し、トラック運送事業者へのプッシュ型の情報収集を開始。 
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トラックＧメンの活動実績（令和６（2024）年６月 30日現在） 

  

  出典：国土交通省ＨＰ      

 

  ウ 「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガ

イドライン」の策定 

「物流革新に向けた政策パッケージ」の決定を受け、経済産業省・農林水産省・国

土交通省が「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関

するガイドライン」を策定（令和５（2023）年６月）。 

ガイドラインでは、荷主事業者に対して、荷待ちや荷役作業等にかかる時間を把握

した上、それらの時間を２時間以内とし、これを達成した場合には１時間以内を目標

に更なる時間の短縮に努めることを定めている。 

 

  エ 「物流革新緊急パッケージ」の決定 

    令和５（2023）年６月に決定した「物流革新に向けた政策パッケージ」の中から

特に即効性の高い施策についてまとめた「物流革新緊急パッケージ」を決定（令和

５（2023）年 10月）。 

    商慣行の見直しについては、以下の施策が掲載されている。 

① トラックＧメンによる荷主・元請事業者の監視体制の強化 (「集中監視月
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間」（11～12月）の創設) 

② 現下の物価動向の反映や荷待ち・荷役の対価等の加算による「標準的な運

賃」の引き上げ 

③ 適正な運賃の収受、賃上げ等に向け、次期通常国会での法制化を推進 

 

  オ 物流２法の改正 

    政府は、「物流革新緊急パッケージ」に基づき、物流２法（流通業務総合効率化法

及び貨物自動車運送事業法）の改正案を令和６年通常国会に提出（令和６（2024）

年４月 26日成立、同年５月 15日公布 ※施行日は、一部を除いて公布日から起算

して 1年を超えない範囲内で決定）。 

    流通業務総合効率化法の改正では、荷主、物流業者が物流効率化のために取り組

むべき措置について努力義務を課し、取組状況について国が指導・助言等を行うこ

ととしている。 

    さらに、一定規模以上の事業者（特定事業者）については、中長期計画の作成や

定期報告が義務付けられているほか、特定事業者のうち荷主には物流改善の責任者

となる役員クラスの担当者「物流統括管理者」が義務付けられた。 

    また、貨物自動車運送事業法の改正では、運送業界の多重下請構造を把握するた

め、元請事業者に対し実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿の作成な

どが義務付けられた。 

 

（参考４）物流２法改正の概要 

 
出典：国土交通省ＨＰ        
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（２）荷待ち・荷役時間削減に向けた県の取組 

  ア 荷主事業者への通知 

    茨城県内の貨物運送事業者と取引がある荷主企業約 1,000社に対して、知事名で

荷待ち時間の削減、荷役作業の効率化への協力を求める要請文を発出（令和４

（2022）年７月及び令和５（2023）年４月）。 

   

  イ 茨城県中小物流事業者業務効率化支援事業 

    業務効率化の取組が遅れている県内の中小物流事業者を支援するため、業務効率

化に資する取組に対する補助を実施（令和６（2024）年度６月補正予算、予算額

30,000千円）。 

 

（参考５）茨城県中小物流事業者業務効率化支援事業の概要 

 

 

 

３ 今後の対応・改善の方向 

  荷待ち・荷役時間の削減は、運転者の労働条件を改善させるのみならず、物流の効率

化に不可欠であることから、国や関係団体と連携し、トラック運送事業者と荷主企業が

一体となって荷待ち・荷役時間の削減に取り組めるよう機運の醸成を進めていくととも

に、県内の中小物流事業者に対して成功事例等の横展開を図っていく。 
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１ 現状と課題 

（１）トラック運送事業者の価格転嫁の状況 

中小企業庁は、毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」とし、価格交渉や価格転嫁

の状況について下請事業者からのフォローアップ調査を実施。 

令和６（2024）年３月実施の調査結果では、トラック運送事業者のコスト増に対す

る転嫁率は、徐々に改善はされつつあるが、いまだ 28.1％と全調査対象業種のうち

最下位となっている。 

適正な価格転嫁により事業収益の改善や運転者の賃金向上等を図り、トラック運送

業界の人手不足の状況などの改善につなげていく必要がある。 

 

  （参考６）価格転嫁の実施状況の業種別ランキング 

 

出典：中小企業庁「価格交渉促進⽉間（2024年３⽉）フォローアップ調査結果」 

 

 

２ 施策の方向性 

（１）国の取組について 

  ア 標準的な運賃の導入 

    運転者の労働環境は他の産業と比べて長時間労働・低賃金の状況にあり、運転者

不足が大きな課題となっている背景を踏まえ、運転者の労働条件の改善等を図るた

め、平成 30（2018）年の貨物自動車運送事業法の改正により、標準的な運賃の告示

（２）適正運賃収受・価格転嫁円滑化等の取組 
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制度が導入された（令和２（2020）年４月告示）。 

    標準的な運賃は、トラック運送事業者が自社の適正な運賃を算出し、荷主との運

賃交渉に臨むにあたっての参考指標とするものであり、令和６（2024）年の改正で

は、運賃水準を８％引き上げるとともに、荷役の対価等が加算された。 

     

  イ 下請Ｇメン及び下請かけこみ寺の設置 

    中小企業庁は、取引の適正化や改善指導を行うことを目的に、平成 29（2017）年

１月より下請Ｇメンを配置（当初 80人から現在は 330人へ増員）し、下請等中小企

業者への訪問を実施。 

    また、下請取引の適正化を促進することを目的に、下請かけこみ寺を各都道府県

の中小企業振興機関（本県はいばらき中小企業グローバル推進機構）に設置し、買

いたたきなどの取引上のトラブルについて中小企業が専門家に相談をできる環境を

整えている。 

 

  （参考７）下請Ｇメンの仕組み 

 

出典：中小企業庁ＨＰ           

 

  ウ パートナーシップ構築宣言 

    「パートナーシップ構築宣言」は、事業者が、取引先との共存共栄を目指しサプ

ライチェーン全体の共存共栄と新たな連携に取り組むことや、下請け企業との望ま

しい取引慣行の遵守を企業の代表者名で宣言し、ポータルサイトで公表するもの。 

    現在、全国で約 53,000社の企業が宣言を実施（本県は約 900社で、うち運輸業関

係は約 60社）。 

    宣言を行った企業は、国の各種補助金での加点措置等の優遇措置が受けられる。 

 

（２）県の取組について 

  ア 荷主企業への通知 

    茨城県内の貨物運送事業者と取引がある荷主企業約 1,000社に対して、知事名で

燃料費や労務費等の上昇分の影響を考慮する価格交渉への協力を求める要請文を発

出（令和４（2022）年７月、令和５（2023）年４月及び令和６（2024）年２月）。 
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  イ パートナーシップ構築宣言登録企業へのインセンティブ 

    パートナーシップ構築宣言の宣言登録企業に対して、以下の県独自の優遇措置を

設定。 

① いばらきチャレンジ基金事業における採択審査の際の加点措置 

② 県制度融資である雇用拡大支援融資の対象を宣言企業へ拡大 

③ 茨城県中小物流事業者業務効率化支援事業の申請条件の１つに位置付け 

 

  ウ 価格交渉推進月間の啓発 

    毎年３月と９月の価格交渉推進月間に合わせて、県内の業界団体や事業協同組合

に対して、適切な価格交渉の実施を促す通知を知事名で発出するとともに、産業戦

略部メールマガジンにおける啓発を実施。 

    また、本年９月には、（株）茨城新聞社や茨城県商工会議所連合会との共催により

県内中小事業者を対象とした価格交渉講習会を開催予定。 

 

 

３ 今後の対応・改善の方向 

運転者の人手不足などの状況を改善するためには、コスト上昇分に対する適切な価格

転嫁を実施することで、運転者の賃金の上昇を図り、労働条件を改善することが必要で

ある。 

引き続き、荷主企業に対する働きかけや「パートナーシップ構築宣言」への登録促進

を図り、トラック運送事業者が価格交渉を行いやすい環境づくりを進めていく。 
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１ 現状と課題 

運送業界は、有効求人倍率が全業種の平均と比較して約２倍となるなど、人手不足が

顕著である。 

トラック運転者の労働環境を改善し人材の確保を図るとともに、ＤＸや荷役作業軽減

する機器等を活用し、業務の生産性を向上させていく必要がある。 

 

２ 施策の方向性 

（１）ＤＸの活用による業務効率化 

「物流革新に向けた政策パッケージ」（令和５（2023）年６月、再掲）において、物

流の効率化、生産性の向上を図るため、「物流ＤＸ」を推進することが言及されてい

る。 

国土交通省は、単なるデジタル化・機械化ではなく、それによりオペレーション改

善や働き方改革を実現し、物流産業のビジネスモデルそのものを革新させることで、

これまでの物流のあり方を変革する「物流ＤＸ」を推進するとともに、大企業のみな

らず中小事業者による取組を促すため、ＤＸ導入事例集などを作成し、成功事例の横

展開を図っている。 

 

（参考事例１）携帯電話と連動したバース予約・受付システムで待機時間を短縮 

 
 

 

 

 

 

２ 物流の効率化について 

（１）物流ＤＸの推進 
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（参考事例２）ＡＩ点呼ロボットの導入で運行管理者の負荷を低減 

 

出典：国土交通省「物流・配送会社のための物流ＤＸ導入事例集」 

 

（２）ＤＸ導入への支援 

  ① 国による支援 

    荷役作業などを効率化する目的で、荷主事業者を対象とした物流効率化に向けた

先進的な実証事業を国土交通省や経済産業省が実施している。 

    また、トラック運送事業者がＩＴツールなどを導入する際は、経済産業省や（公

社）全日本トラック協会が補助を実施している。 
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（参考８）物流効率化に係る主な国庫補助事業 

 

 

② 県による支援（茨城県中小物流事業者業務効率化支援事業 ※再掲） 

    業務効率化の取組が遅れている県内の中小トラック運送事業者や倉庫事業者を支

援するため、業務効率化に資する取組に対する補助を実施（令和６（2024）年度６

月補正予算、予算額 30,000千円）。 

   

（参考９）茨城県中小物流事業者業務効率化支援事業の概要 
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３ 今後の対応・改善の方向 

県内の中小事業者については、茨城県中小物流事業者業務効率化支援事業による支援

を実施していくとともに、関係団体と連携し、ＤＸの導入や荷役作業軽減のための機器

の導入による成功事例の横展開を図り、県内事業者の業務効率化を図っていく。 
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１ 現状と課題 

  物流の 2024年問題に対応していくためには、トラック運送事業者のみならず、荷主や

消費者も問題に対する理解を深め、関係者が連携して取り組んでいくことが重要であ

る。 

国が令和４（2022）年 10月に実施した調査によると、物流危機に対して問題意識を持

っている企業の割合は約 85％に上る一方、何らかの取組を行っている企業は約 54％にと

どまっており、取組を促していく必要がある。 

 

（参考 10）荷主企業・物流事業者の問題意識と取組状況 

 

出典：国土交通省「物流革新に向けた政策パッケージについて」 

 

２ 施策の方向性 

  県は、荷主企業や消費者の物流問題への理解を促進するため、関係団体と連携したセ

ミナーを開催するなどの取組を実施している。 

 

（１）持続可能ないばらきの物流構築のための共創セミナー 

    トラック運送事業者、荷主企業、消費者が、2024年問題など物流業界が抱える課

題を共有し、それに対してそれぞれ「何ができるのか」を考えるきっかけとするた

め、県と（一社）茨城県トラック協会が共催で「持続可能ないばらきの物流構築の

ための共創セミナー」をこれまでに２回開催した。 

    第１回目のセミナー（令和５（2023）年 12月４日開催）においては、荷主企業、

消費者、トラック運送事業者の代表者が「持続可能ないばらきの物流構築に向けた

共同宣言」を行い、その様子がマスコミにも取り上げられるなど、広く県民へのＰ

Ｒにつながった。 

 

３ 荷主・消費者の行動変容について 

（１）荷主の行動変容 
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（参考 11）「持続可能ないばらきの物流構築のための共創セミナー」新聞記事 

 

出典：令和５（2023）年 12月５日 茨城新聞 

 

（参考 12）持続可能ないばらきの物流構築に向けた共同宣言 
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（２）（一社）茨城県トラック協会による活動に対する支援 

    県は、（一社）茨城県トラック協会に対し「運輸事業振興助成交付金」を交付し、

同協会が実施する広報活動等の支援を行っている。 

    また、人材確保のための取組として、同協会では、大型免許をはじめとするトラ

ック運送業に必要な各種運転免許の取得補助を実施している。 

 

（参考 13）運輸事業振興助成交付金を活用した主な取組（令和５（2023）年度実績） 

 

 

（参考 14）各種免許取得の補助内容 

 

 

３ 今後の対応・改善の方向 

  物流の 2024年問題に対応するためには、トラック運送事業者のみならず、荷主企業や

消費者が一体となって意識改革や取組を行うことが重要であることから、引き続き、関

係団体と連携しながら物流問題に対する啓発を実施し、理解の促進などを図っていく。 
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１ 現状と課題 

  近年の通信販売、特にインターネットを利用した通信販売(ＥＣ)の伸びとともに宅配

便の取扱個数は急伸しており、令和４（2022）年度の取り扱いは約 50億個となる一方

で、宅配便の個数のうち約 10.4%が再配達であり、今後もネット通販、ネットショップ

等のＥＣ市場の拡大が見込まれることから、再配達を削減し、物流を効率化することが

必要である。（国土交通省ＨＰ（宅配便の再配達削減に向けて）、令和４（2022）年９月

第１回持続可能な物流の実現に向けた検討会資料） 

 

（参考 15）宅配便の取扱個数 

 
出典：国土交通省「令和 4年度宅配便・メール便取扱実績について」 

 

（参考 16）宅配便再配達実態調査に基づく再配達率の推移 

 
出典：国土交通省令和６年４月期調査結果 

 

（２）消費者の行動変容 
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２ 施策の方向性 

物流負荷の削減のためには、前述の荷主企業への取組に加えて、消費者の意識改革・

行動変容が不可欠であることから、「2024年問題」に対する消費者の認知度を高めていく

必要がある。 

 

○荷主・消費者の行動変容に係る具体的な施策【再掲】 

① 荷主の経営者層の意識改革・行動変容を促す規制的措置等の導入 

② 荷主・物流事業者の物流改善を評価・公表する仕組みの創設 

③ 消費者の意識改革・行動変容を促す取組 

④ 再配達削減に向けた取組（再配達率「半減」に向けた対策含む） 

⑤ 物流に係る広報の推進 

（令和５（2023）年６月 物流革新に向けた政策パッケージ） 

 

（１）国における消費者の行動変容に向けた取組 

再配達率削減緊急対策事業を実施し、消費者が物流負荷軽減に資する荷物の受取方

法や日時を自ら「選択」「確認」できる仕組みの構築及び物流負荷軽減に協力的な消

費者に対しインセンティブを付与する実証事業に要する経費の一部を補助する事業に

補助金を交付している（国土交通省）。 

また、事業者が「送料無料」表示をする場合は、表示の理由や送料を無料とする仕

組みを消費者に分かりやすく説明するよう要請している（消費者庁）。 

 

（参考 17）再配達率削減緊急対策事業の概要 

 

 

（２）消費者の行動変容につながる県の取組 

① 持続可能ないばらきの物流構築のための共創セミナー【再掲】 

    トラック運送事業者、荷主企業、消費者が、2024年問題など物流業界が抱える課

題を共有し、それに対してそれぞれ「何ができるのか」を考えるきっかけとするた

め、県と茨城県トラック協会が共催で「持続可能ないばらきの物流構築のための共

創セミナー」をこれまでに２回開催した。 
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    第１回目のセミナー（令和５（2023）年 12月４日開催）においては、荷主企業、

消費者、トラック運送事業者の代表者が「持続可能ないばらきの物流構築に向けた

共同宣言」を行い、その様子がマスコミなどにも取り上げられるなど、広く県民へ

のＰＲにもつながった。 

 

（参考 18）持続可能ないばらきの物流構築に向けた共同宣言（再掲） 

 

 

② 環境配慮行動の啓発 

年間を通して環境に配慮したライフスタイルを実践する県民運動「いばらきエコス

タイル」を推進しており、啓発リーフレットや県ホームページにおいて、宅配ボック

スの利用による再配達削減などの啓発を実施している。 

 

 ③ エシカル消費の推進 

人・社会・地域・環境に配慮した消費者行動である「エシカル消費」を推進してお

り、県ホームページやクイズキャンペーン等において、輸送距離の短縮による環境負

荷の削減効果がある消費者行動として「地元の商品を選択する」などの啓発を実施し

ている。 

 

３ 今後の対応・改善の方向 

  引き続き、2024年問題など物流業界が抱える課題を消費者と共有する取組を行うとと

もに、再配達の削減に係る啓発を実施し、消費者の理解の促進を図っていく。 


